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本報告書は、東京都の委託を受け、首都大学東京子ども・若者貧困研究センターが分析・執筆

したものである。分析に当たっては、東京都が行った「子供の生活実態調査」（平成 28 年度）の

データを用いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 

首都大学東京 子ども・若者貧困研究センター 

  〒192-0397 

八王子市南大沢１－１  首都大学東京 ５号館３５８号室・２５５号室 

電話：042-677-2065（センター直通）、042-677-2126（センター長） 

  



 

 

 

詳細分析の趣旨 

 

本報告書は、首都大学東京が東京都からの委託を受け、「東京都子供の生活実態調

査（平成 28 年度）」の詳細分析を行ったものです。子供の生活実態調査は、都内の約

4 万人の子供とその保護者を対象に、平成 28 年度に実施したものであり、約 2 万人

の親子から回答を得ています。調査の結果では、様々な子供の生活実態が明らかにな

っており、東京都による子供の貧困対策をはじめとする子供に関する施策に役立てら

れる貴重な資料となっています。調査データをさらに詳細に分析することで、様々な

子供の課題について、その要因分析や、どのような属性の子供にリスクが集中してい

るかなどを知ることができます。詳細分析によって、東京都だけでなく、日本の子供

全体にも当てはめることができる知見につながると考えます。 

詳細分析は、研究者等からなる研究チームが専門的な観点から行う必要があります。

今回、本報告書の執筆には、社会福祉学、社会学、経済学、教育学、栄養学など多様

な専門性を持った研究者が関わっており、意見交換をしながら、各章をまとめていま

す。分析からは、世代間の不利の連鎖がどれほど起こっているのか、不登校になりや

すい子供やいじめに遭いやすい子供がどのような子供なのか、子供の栄養と親の働き

方には関係があるのかなど、学術的にも新しく、また、行政の施策推進に資すると思

われる多くの知見を得ることができました。 

このたび、東京都が詳細分析を委託し、研究チームが様々な角度から詳細分析を行

ったことは、行政と学会の連携として画期的なことであり、研究チームを代表し、こ

こに御礼申し上げます。 

なお、本報告書の各章は、各執筆者の責任のもとに執筆されているものであり、東

京都の見解を示すものではないことをここに付け加えます。 
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【調査概要】 

 

（1） 調 査 対 象  都内の 4 自治体（墨田区・豊島区・調布市・日野市）に在住の小学 5

年生、中学 2 年生、16-17 歳（高校 2 年生及び高校に在籍していない

同年齢の子供を含む）の子供本人とその保護者 

（2） 調 査 対 象 数  19,929 世帯 

（3） 抽 出 方 法  住民基本台帳により、対象年齢層の者すべてを抽出 

（4） 調 査 方 法  郵送法（一部ウェブ回答） 

（5） 有 効 回 答 数  子供 8,367 票 （有効回答率 42.0%） 

保護者 8,429 票 （有効回答率 42.3%） 

（6） 調 査 期 間  平成 28 年 8 月 5 日から 9 月 7 日まで  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

【子供の生活実態調査における「生活困難」の取り扱いについて】 

 

子供の生活実態調査では、子供の「生活困難」を以下の 3 つの要素に基づいて分類した。 

 

 ①低所得 

等価世帯所得※１が厚生労働省「平成 27 年国民生活基礎調査」から算出される基準※２未満の世帯※３ 

※1 世帯所得（公的年金など社会保障給付を含めた世帯所得）を世帯人数の平方根で割って調整した所得 

※2 厚生労働省「平成 27 年国民生活基礎調査」（所得は平成 26 年値）の世帯所得の中央値（427 万円）を平均世帯 

人数（2.49 人）の平方根で除した値の 50%である 135.3 万円 

※3 低所得世帯の割合は、世帯所得の把握の方法や、可処分所得ではなく当初所得を用いている点などの違いがあ

る 

ため、厚生労働省「平成 25 年国民生活基礎調査」にて公表されている「子供の貧困率」（16.3%）と比較できる 

ものではない 

 

②家計の逼迫 

 公共料金や家賃の滞納、食料・衣類を買えなかった経験など 7 項目のうち、1 つ以上該当 

 

③子供の体験や所有物の欠如 

 子供の体験や所有物などの 15 項目のうち、経済的な理由で欠如している項目が 3 つ以上該当 

 

 

 

生活困難層 困窮層＋周辺層 

 
困窮層 2 つ以上の要素に該当 

周辺層 いずれか１つの要素に該当 

一般層 いずれの要素にも該当しない 

 



 

 

 

【集計方法】 

 

〇 全ての集計は、自治体、年齢層、性別の回収率の違いを調整するための統計的処理を施して集計（ウェ

イト付き集計）している。 

 

〇 本報告書においては、クロス表の掲載の際には、χ二乗検定によって分布が統計的に有意であるかを検定

している。その結果、1%水準で有意である場合は表頭などに「***」、5%で有意の場合は「**」、10%で

有意の場合は「*」、有意でない場合は「X」を付している。（「1%未満で有意」とは、図表で示している

項目の間に統計的に差がない確率が 1%未満であり、差があると言って問題がない、ということを意味す

る。） 

 

〇 世帯タイプは、保護者票の子供と父親、母親それぞれの同居状況から判別している。そのため、各制度

や公的統計の定義とは必ずしも一致しない。 

 

〇 一般的に分析結果が統計的に有意であるかの検定は、分析に用いられた n 値（ケース数）を考慮して行

われている。そのため、クロス表に n 値を表記する必要は必ずしもない。しかし、分析に用いた変数の n

値を示すことが読者の理解に資することもある。そこで、本報告書では『東京都子供の生活実態調査報

告書付表』にて n 値を確認できないクロス表に限り、n 値を表記している。 

 

〇 図表には各項目の割合を 100 分率で表記している。この値は、小数点第二位を四捨五入している。その

ため、同一図表中の値を合計しても 100%にならない場合がある。 


